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研究成果の概要（和文）：近年、我が国は毎年のように豪雨災害に見舞われ、河川氾濫により、多くの被害（人
的被害、建物被害）が発生している。そこで、将来的な土地利用再編を視野に入れ「豪雨災害適応型流域土地利
用計画」のシナリオを描いた後に、従来の河川水害対策を続けた際のシナリオとの比較を通して、災害リスク軽
減、およびコストの観点から「豪雨災害適応型流域土地利用計画」の有効性を示した。具体的には「河川氾濫か
らまもるべき区域」「河川氾濫をさけるべき区域」「河川氾濫とつきあうべき区域」の戦略的配置を行った。

研究成果の概要（英文）：In recent years, Japan has been hit by heavy rainfall disasters every year, 
and flooding has caused much damage (human casualties and building damage). In this study, a 
scenario of "adaptive watershed land use planning for heavy rainfall disasters" was developed with a
 view to future land use changes, and the effectiveness of "adaptive watershed land use planning for
 heavy rainfall disasters" was demonstrated in terms of disaster risk reduction and cost through 
comparison with a scenario in which conventional river flood countermeasures are continued. 
Specifically, the study strategically allocated "areas that should be protected from flooding," "
areas that should be protected from flooding," and "areas that should be protected from flooding.

研究分野：都市計画
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研究成果の学術的意義や社会的意義
現在の河川氾濫による水害の対策は、土木的ハード整備とソフト対策が中心で、流域土地利用計画検討の必要性
が指摘されることはあるものの、実際に「豪雨災害適応型流域土地利用計画」を描くような研究は見られない。
実現に困難を伴うため、これまで避けられてきた「将来の土地利用再編の提案」が、本研究成果の意図であり、
建築・都市計画分野の挑戦的研究として社会的意義があると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 近年、我が国は毎年のように豪雨災害に見舞われ、河川氾濫により、多くの被害（人的被害、
建物被害）が発生している。例えば、2015 年以降だけを見ても、平成 27 年 9 月関東・東北豪
雨、平成 29 年 7 月九州北部豪雨、平成 30 年 7 月豪雨、令和元年台風 19 号による豪雨など、ほ
ぼ毎年、国内のいずれかの地域において、豪雨災害が発生している。実際に、気象庁アメダスの
データを見てみると、日本国内の 1 時間降水量 50mm 以上の年間発生回数は、この 40 年間で
増加している（図 1）。このような状況を受け、例えば社会資本整備審議会（国土交通省）の「大
規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について（2018 年 12 月）」においても、河川水害
対策の方針が示されている。しかし、その中で対策として挙げられているものは、土木的ハード
整備（堤防強化対策、堤防かさ上げ等）とソフト対策（地区の避難計画策定等）であり、流域の
土地利用再検討の必要性は指摘されていない。しかし、土木的ハード整備に要するコストと時間
を考慮すると、日本国内の河川
水害対策（ハード面）を土木的
ハード整備のみに依存するこ
とは困難と考えられる。 
 一方「危険な区域には居住し
ない」もしくは「計画的に氾濫
させる区域を設定し、そこでは
居住しない」という選択肢もあ
り得る。また「危険な区域に、
居住せざるを得ない場合は、リ
スクを低減する建築物を建て
る」という選択肢もあり得、こ
れらは土地利用計画が担うべ
き分野と考えられる。そのた
め、土木的ハード整備に加え
「将来的な流域の土地利用再
編」もあわせて検討し、その方
向性を示すことが学術分野（特
に、建築・都市計画分野）に課
された課題と考えられる。 
 
２．研究の目的 

以上のような状況を踏まえ、本研究では、将来的な土地利用再編を視野に入れ「豪雨災害適応
型流域土地利用計画」のシナリオ（2040 年を目標年）を描き、従来の河川水害対策を続けた際
のシナリオとの比較を通して、災害リスク軽減、およびコストの観点から評価を行うことを目的
とした。なお、対象地は広島県の沼田川流域とする（理由は後述）。また「豪雨災害適応型流域
土地利用計画」の作成にあたっては「１．研究開始当初の背景」で述べたような問題意識から「ま
もる」「さける」「つきあう」の戦略的配置を行うこととした（内容は以下）。 
 
(1) 「まもる」区域 

都市機能や人口が集積する区域は、従来どおり、主として土木的ハード整備により豪雨災害か
ら守るべき区域と考えられる。そこでこのような区域を「まもる」区域として位置づけた。 
 
(2) 「さける」区域 

前述のとおり、国内の全河川
に対して、土木的ハード整備を
進めることは、現実的に困難と
考えられる。一方、河川は上流か
ら下流まで繋がっており、どこ
かで氾濫すれば、他の区域は助
かるという側面もある。そこで、
流域内に意図的に氾濫させる区
域を設定し、そこでは居住を制
限するという方向性も考えられ
る。さらに、元々危険な区域の居
住を制限することもあり得、こ
れらの区域を「さける」区域とし
て位置づけた。 
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図 1 1 時間降水量 50mm 以上の年間発生件数（日本国内）
  （国内のアメダス 1300 地点における発生回数） 
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図 2 「豪雨災害適応型流域土地利用計画」のイメージ



(3) 「つきあう」区域 
河川氾濫のリスクを一定程度受容し、建築物の建て方による対策（居室の床面高さを上げる等）

で、リスク低減を図る区域を「つきあう」区域として位置づけた。 
 
３．研究の方法 
本研究課題は、複数の対策メニュー（2050 年を想定）を作成し、それら対策の実施によって

生じる費用と便益（水害被害軽減費）をそれぞれ算出することで費用便益評価を行った。なお、
対策メニューの費用と便益はエリア特性（人口、建物、浸水深さ等）によって異なると考えられ
ることから、GIS を用いて 100m メッシュ単位で算出することとした。本研究課題の手順を以
下に記す。 

(1) 河川氾濫対策メニューの検討 
(2) 各対策メニュー実施による便益の算出 
(3) 各対策メニュー実施による費用の算出 
(4) 各対策の費用便益評価と各対策の適正配置の検討 
(5) 「災害にも強い地域支え合いマップ」の作成（追加項目） 
なお、研究対象地は、下流域に都市機能および人口の集積地、中流域に人口減少が見られる住

宅地や農地、上流域に農村集落と、多様な土地利用を有する沼田川流域の三原市域を対象とした。 
 
４．研究成果 
(1) 河川氾濫対策メニューの検討 

本研究では、2050 年を想定し、河川氾濫対策メニューとして、①土木インフラ整備（まもる）、
②高床化（つきあう）、③建物移転（さける）、④立地適正化（建築規制＋誘導）（さける）、⑤立
地適正化＋高床化（さける＋つきあう）の 5 つをそれぞれ検討することとした。 
①土木インフラ整備（まもる）：沼田川水系の河川激甚災害対策特別緊急事業（以後：激特事業）
を参考に、対象地の河川（沼田川、梨和川、天井川、菅川）における河道掘削及び堰改築・撤去
による河積の確保と築堤・護岸の整備を土木インフラ整備による対策とした。激特事業では、こ
れら対策によって平成 30 年 7 月豪雨相当の流量に対して家屋浸水被害が 0 戸となることを想定
しており、本研究ではこれを採用することとした。 
②高床化（つきあう）：浸水エリア内の建物を対象に、建物の床基礎を持ち上げることを対策と
し、これにより浸水被害が生じないこととした。また木内らの研究 5)を参考に、非耐水化建築の
床基礎を 0.5m とし、非耐水化建築から 1.0m（1 階床高：GL+1.5mm）持ち上げた建築様式を
基本とした。これをもとに、建物が立地するエリアの浸水深に応じて、浸水被害が生じないよう
に床の高さを変更することとした。 
③建物移転（さける）：浸水エリア内に立地する建物を浸水エリア外へ移転させる対策とし、こ
れにより浸水による建物被害が生じないこととした。 
④立地適正化（建築規制＋誘導）（さける）：浸水エリア内における新規建築と更新を規制し、浸
水エリア内の建物を三原市設定の居住誘導区域に誘導することとした。なお、浸水エリア内の建
物（延床面積：775,487m2）を誘導する際には、2050 年までに人口減少によって居住誘導区域
内に生じる居住スペース（延床面積：931,242m2、1 人あたりの延床面積に 2050 年までに減少
する人口を乗じて算出）を活用することとした。 
⑤立地適正化計画＋高床化（さける＋つきあう）：④立地適正化計画と②高床化の対策を組み合
わせた対策で、2050 年に耐用年数を超える浸水エリア内の建物は④立地適正化（建築規制＋誘
導）、2050 年に耐用年数を超えない浸水エリア内の建物は②高床化を適用することした。 
 
(2) 各対策メニュー実施による便益の算出 
 本研究課題では、河川氾濫対策実施により削減できる資産被害額（浸水被害軽減費）を便益と
し、(1)の各対策の浸水被害軽減費を算出した。具体的には、対象地における浸水エリア及びそ
の浸水深（A）と浸水により被害が想定される資産額（B）を 100m メッシュ単位で算出し、浸
水深に応じた資産被害率を乗じることで河川氾濫対策実施前の被害額を算出した（C）。最後に、
各対策により削減される被害を設定し、浸水被害額を算出した（D）。 
（A）浸水エリア及び浸水深の設定 
本研究課題では、激特事業を参考に平成 30 年 7 月豪雨相当の流量を想定していることから、

浸水エリアを平成 30 年 7 月豪雨浸水実績エリアとし、そのエリア内のメッシュを浸水メッシュ
として設定した。浸水深については、三原市の浸水想定区域（計画規模）の浸水深を用いて各メ
ッシュの平均浸水深を算出し、これを各メッシュの浸水深とした。なお、平成 30 年 7 月豪雨の
浸水エリアのうち約 85％が浸水想定区域に指定されているものの、15%程度は浸水想定区域外
で浸水がみられた。そのため、浸水エリア内かつ浸水想定区域外の浸水深については、罹災証明
書データを用いて推定した。具体的には、三原市は罹災証明書データ作成時に、内閣府指定の調
査票第一次 A（浸水深をもとに被害判定）を使用しており、浸水深に基づき、建物被害の判定を
行った（全壊：床上 1.8m 以上の浸水、大規模半壊：床上 1m 以上 1.8m 未満の浸水、半壊：床
上 1m 未満の浸水、半壊に至らない：床下浸水）ため、本研究ではこの被害判定から浸水深を推
定した。 
 



（B）資産額の算出 
 浸水により直接被害が想定される「家屋」、「家庭用品」、「事業所資産」、「農漁家資産」、「農作

物」を対象とし、これらの資産額を 100m メッシュ単位で算出することとした。なお間接被害と

して、商業・業務施設の営業停止やインフラ被害、精神的被害等が考えられるが、これら被害を

評価するために必要なデータは入手困難であるため、本研究課題では、直接被害のみを扱うこと

とした。各資産の評価額については、治水経済調査マニュアル（案）の各種資産評価単価及びデ

フレーター（令和 2 年評価額）の値を用いた。家屋資産は、住宅地図を用いて、建物の延床面積

（建物面積と階高から算出）を把握し、延床面積あたりの評価額を乗じて算出した後、100m メ

ッシュ単位で集計した。家庭用品資産は、世帯数（平成 27 年国勢調査）に 1 世帯あたりの家庭

用品評価額を乗じて算出した。事業所資産は、産業分類ごとに、産業分類別従業者 1 人あたりの

償却及び在庫資産評価額を乗じて算出した。なお、事業所従業者数は経済センサス（平成 28 年）

の産業（大分類）別事業所数及び従業者数を用いた。農漁家資産は、農漁家世帯数（平成 27 年

国勢調査）に農漁家 1 世帯あたりの償却及び在庫資産評価額を乗じて算出した。農作物資産は、

国土数値情報の農業地域ポリゴンデータと衛星画像から水田と畑面積を算出し、平年収量及び

単位収量当たりの農作物価格を乗じることで算出した。なお、平年収量及び農作物価格について

は、三原市の代表作物が米である（2020 年農林業センサス）ことから、米の値を用いた。 
（C）浸水被害額の算出 
 （B）で算出した各資産に対して、（A）で設定した浸水エリアと浸水深をもとに、浸水深別被

害率を乗じて、浸水被害額を算出した。「家屋」、「家庭用品」、「事業所」、「農業家資産」の浸水

深別被害率については、治水経済調査マニュアル（案）を参考にそれぞれ項目別に設定した。農

作物については、同マニュアルに、作物種類、浸水深、浸水日数、土砂堆積深別の被害率が示さ

れているが、推定が困難な項目（浸

水日数や土砂堆積深等）もあるた

め、本研究では、浸水エリアには一

定程度の土砂が堆積すると考え、

0.5m 未満の土砂堆積深の値（米：

0.7）を用いることとした。 
また、本対象地の浸水深はそのほと

んどが 5m 以下であるため、3 階以

上の建物は浸水による被害を受け

ない階もあると考えられる。そこ

で、平均階数 3 階以上（メッシュ平

均）の場合は、治水経済調査マニュ

アルを参考に補正を行い、建物高さ

を考慮した被害額を算出した。 
（D）便益の算出 
 対策別に被害軽減対象と被害軽

減効果を設定し、便益（浸水軽減費）

を算出した。例として土木インフラ

整備の便益分布図を図 3 に示す。 
 
(3) 各対策実施による費用の算出 
①土木インフラ整備 

激特事業によると、土木インフラ整備の事業費は約 53 億円とされているため、本研究ではこ

の値を建設費として用いることとした。また土木インフラは、性能劣化を防ぐために維持管理・

更新が必要であることから、その費用算出について検討した。文献 12 によると、建物のライフ

サイクルコストのうち、建設費は全体の 14.8％、維持更新費は 27.2％を占める。そこで、建設

費に対する維持更新費の割合（183.78％）に建設費（53 億円）を乗じ、維持更新費（97.41 億

円）を算出した。以上から、土木インフラ整備の総事業費（建設費＋維持管理費）を 150.41 億

円と設定した。 
②高床化 
 高床化は床基礎を持ち上げる工事費が生じると想定し、浸水深別床面積あたりの工事費に床

面積を乗じることで算出した。 
③建物移転 

建物移転によって、宅地造成費、建物建設費、インフラ整備費、移転跡地解体費が生じるとし、

広島県の値を用いて単位面積あたりの費用を設定した。 
④立地適正化 

2050 年に耐用年数を超える建物と超えない建物をそれぞれ分けて算出した。2050 年までに

図 3 便益分布図（①土木インフラ整備） 



耐用年数を迎える建物は、移住跡地建物解体費のみ生じることとした。2050 年までに耐用年数

を超えない建物は、居住誘導時に補助金等も生じると考え、がけ地近接等危険住宅移転事業を参

考に除却費等に加え建設助成費が生じることとした。また居住誘導区域内の浸水想定区域の平

均浸水深が約 0.5m であったことから居住誘導区域内の浸水被害防止対策として、0.5m 分の高

床化を行うこととした。 
⑤立地適正化＋高床化 

2050 年までに耐用年数を超える建物は④立地適正化、2050 年までに耐用年数を超えない建

物は③高床化を適用することとした。 
 
(4) 各対策の費用便益評価と各対策の適正配置の検討 
 氾濫原エリア別に各対策の総便益、総費用を集計し、費用便益比を算出、比較した（図 4）。
その結果、エリア「ウ」、「オ」では、その他の対策に比べ、土木インフラ整備の費用便益比が最

も大きく、特にエリア「オ」で費用対効果が大きい。これは、他の氾濫原エリアに比べ、浸水深

が小さいため、浸水被害が小さいこと、また氾濫原エリアの河川が短く、土木インフラ整備量も

少ないことが要因と考えられる。最後に、各対策の費用便益比を比較し、費用便益比が最も高い

対策メニューの抽出を行った（これを「豪雨災害適応型流域土地利用計画」とする）。 

 
図 4 氾濫原エリア別費用便益比 

 
(5) 「災害にも強い地域支え合いマップ」の作成（追加項目） 

(4) の「豪雨災害適応型流域土地利用計画」は中長期的な視点に基づくものだが、短期的には

避難行動の効率化が、費用便益の観点から有効であるため、最後に「災害にも強い地域支え合い

マップ」を作成した。これは、住民ワークショップにより作成したもので、河川氾濫等の災害時

の、避難計画をマップ化したものである（図 5）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 「災害にも強い地域支え合いマップ」の作成 
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